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木材・木材製品の合法性の確認について木材・木材製品の合法性の確認について

Ｇ８グレンイーグルズ・サミット

「グレンイーグルズ行動計画」として、政府調達や貿易
規制、木材生産国支援などの具体的行動に取り組むこ
とに合意した、Ｇ８環境・開発閣僚会合の結論を承認。
（2005年７月）

グリーン購入法を用い、政府調達の対象を合法性、持続
可能性が証明された木材とする措置を導入 ほか

日本政府の気候変動イニシアティブ（抜粋）

グリーン購入法基本方針に、木材の合法性の基準を追加
（2006年２月）

グリーン購入法基本方針の見直し



＜基本方針＞
毎年度閣議決定

国等の環境物品の調達
の推進に関する基本的
方針を記載

特に重点的に調達を推
進する環境物品等とし
て特定調達品目を定め
る
（現在17分類222品目）

特定調達品目は科学的
検知の向上や市場の状
況等を踏まえ適切に見
直す
（見直しは公募で寄せら
れた提案等により実施）



団体認定方式



都道府県及び政令市の調達方針上での対応（平成１８年１０月現在）
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都道府県及び政令市での取組状況

合法性の確認を要件としている ４２団体
県産材の有効利用を規定している １団体
間伐材の有効利用を規定している
（平成１７年度の基本方針を規定している） １７団体
調達方針を公表していない １団体

完全に国と同様合法性の確認を行っている ３０団体

調達基準を作成している範囲は実施している ４団体
部分的に合法性の確認を行っている ８団体



林野庁で把握紹介している内容

違法伐採総合対策推進協議会を設立し、積極的に情報発信



環境省で把握紹介している内容

日本製紙連合会、日本オフィス家具協会、カタログ通販業界などの
取組を紹介している。



合法証明木材の供給体制の整備状況

平成１9年3月現在、中央及び地方木材関係１08
団体において、4906事業者が認定されている。

区分 認定団体数 認定事業者数

中央木材関係団体 19 1,030

地方木材関係団体 89 3,876

計 108 4,906

木材加工や木材流通団体も認定はほぼ終わって
いる。

合法性・持続可能性が確認された木材の供給が
開始され始めている。



何故上手いかないのか？何故上手いかないのか？

＜伐採者＞

通常合法性は確
認しているが、要
求されない限り
は発効証明書は
発行しない。

＜納入業者＞

他社よりも品揃え
多く、安定供給を
行いシェアを拡大
したいが、高い信
頼性も必要
→メーカー側に
何度も依頼
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流通経路複雑であり、流通量も
ほとんどないため、調達を断念
するか適正なコストでない。

購入希望も販売希望もあるのに市場が連結できていない。
→情報が適切に伝わっていない。（主体意識の欠如）

＜製紙業界＞
合法性・持続可能性の証明できる製品を１４社で供給を開始
→紙関連の製品は急速に改善されていく可能性が高い



販売したいと考える企業からの強い販売したいと考える企業からの強い
情報が必要情報が必要

日本の販売者側からの日本での
マーケットニーズに迅速に対応

ＡＰＰ社ホームページより

合法ナビや業界のホームページを活用した積極的な情報発信

◇ 合法ナビへの情報の一元化を行うべき
◇ 供給者サイドの積極的な情報発信は不可欠である
◇ 供給サイド及び需要サイドが連携してサプライチェーンを結合する
ことが重要である

◇ 合理的な情報伝達システムの開発が重要


